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合意された手続実施結果報告書
平成XX年X月X日
特定非営利活動法人　○○
代表理事　○　○　御中
○○監査法人
	代表社員
公認会計士
	
	○  ○  ○  ○  印

	社員
公認会計士
	
	○  ○  ○  ○  印


　当監査法人は、特定非営利活動法人○○（以下「法人」という。）からの依頼に基づき、平成×年×月×日から平成×年×月×日までの事業に係る収支報告書等、すなわち、収支計算書、予算執行状況、証憑一覧、固定資産明細及び適用換算レート表に関連して法人との間で合意された別紙の手続を実施した。
　別紙の手続は、財務諸表に対する監査意見又はレビューの結論の報告を目的とした一般に公正妥当と認められる監査の基準又はレビューの基準に準拠するものではない。したがって、当監査法人は、平成×年×月×日から平成×年×月×日までの○○事業に関する収支報告書等についていかなる結論の報告も、また保証も提供することもしない。もし当監査法人が一般に公正妥当と認められる監査の基準若しくはレビューの基準に準拠して財務諸表の監査若しくはレビューを行うか、又は手続の範囲を更に拡大した場合、追加的に報告すべき事項が発見される可能性がある。
　なお、この報告書は法人が作成した平成×年×月×日から平成×年×月×日までの○○事業に関する収支報告書等に関連して、法人及びジャパン・プラットフォームが収支報告書等の表示の妥当性を評価するに際し利用されるためにのみ作成されたものであり、他のいかなる目的にも使用してはならず、法人及びジャパン・プラットフォーム以外への配付もしてはならない。この報告書の一部ないし全部について、開示文書やプレスリリース等において行う場合には、その可否、方法及び文言について事前に当監査法人の合意を得ることが必要である。
また、この報告書は平成×年×月×日から平成×年×月×日までの○○事業に関する収支報告書等のみに関するものであり、法人の全体としてのいかなる財務諸表にも言及するものではない。
　会社と当監査法人又は代表社員及び社員との間には、公認会計士法の規定に準じて記載すべき利害関係はない。
以　上

別紙
合意された手続を実施した結果は、以下のとおりである。なお、以下においてジャパン・プラットフォームが定める事業実施・助成ガイドライン細則11「会計にかかる措置」は「会計にかかる措置」と、事業実施・助成ガイドライン細則11「会計にかかる措置」要領5「会計細則」は「会計細則」とそれぞれ記載する。
1. 収支一覧に関する手続
(1) 収支一覧のプログラム名、事業名及び団体名は、支援実施契約書の記載と一致しているか、収支一覧と支援実施契約書との照合により確かめた。
結果、収支一覧のプログラム名、事業名及び団体名は、支援実施契約書の記載と一致した。
(2) 収支一覧の実施期間は、変更申請承認後の最終のものと一致しているか、収支一覧と変更申請後、最終の実施期間との照合により確かめた。
結果、収支一覧の実施期間は、変更申請承認後の最終のものと一致した。
　
　(3)----------------------------------------------------------
(一部略)
2. 予算執行状況に関する手続
（7）予算執行状況の予算執行率の記載は収支一覧と一致しているか、予算執行状況と収支一覧との照合により確かめた。
　　　
結果、予算執行状況と収支一覧との記載は一致した。
（8）--------------------------------------------------------------
（一部略）
3. 証憑一覧に関する手続
（9）証憑一覧の内訳金額と証憑の記載金額は一致しているか、証憑の記載金額を閲覧して確かめた。
　結果、以下の証憑一覧の内訳金額について、証憑の金額と一致しなかった。
　　　（例）
　　　[image: image1.emf]＃ 会計小項目 通番 証憑番号 摘要

証憑一覧の

計上額(円)

証憑に記載されて

いた金額(円)

1 直接事業費 1 ×1 医薬品 20,000 19,000

2 ・・


（10）--------------------------------------------------------------------
　　（一部略）
4. 固定資産明細に関する手続
（17）取得金額は証憑一覧の内訳金額と一致しているか固定資産明細と証憑一覧の照合により確かめた。
　　　　結果、取得金額は証憑一覧の内訳金額と固定資産明細の取得金額は一致した。
5. 適用換算レート表に関する手続
（18）摘用換算レート表上において、団体の会計処理規則に従ったレート、もしくは一定のルールに基づいたレートを適用しているかを確かめた。
　　　　結果、団体の会計処理規則に従ったレートを適用していた。
（19）------------------------------------------------------------------
　　（一部略）
6. 一般管理費等に関する事項
（20）「証憑一覧」の「一般管理費等」について、「現地事業実施経費」予算欄と実績欄に記載の金額のいずれか小さい金額の5%（以下「一般管理費等の上限金額」という。）と比較し、「一般管理費等の上限金額」を超えていない事を確かめた。

結果、「一般管理費等の上限金額」を超えていなかった。

（21）「証憑一覧」における「3一般管理費等」の「摘要」に記載されている各項目について、ジャパン・プラットフォームの定める事業実施・助成ガイドライン細則11「会計にかかる措置」要領8「一般管理費等の計上費目」に示される費用であることを確かめる。

　　　結果、「一般管理費等の計上費目」に示される費用と一致した。

以上
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